
�愛媛県告示第１２０８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、川之江市長から公有水面の埋立てにより新たに生

じた次の土地は、川之江市の地域であることを確認した旨の

届出があった。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１２０９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、川之江市長から次のとおり町の区域を変更する旨の

届出があった。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１２１０号
騒音規制法第３条第１項の規定に基づく地域の指定（平成

９年４月愛媛県告示第５４６号）の一部を次のように改正し、

平成１４年７月１日から施行する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

別添第１図、第１０図、第１６図及び第１７図を次のように改め

る。

（「次のように」は、省略し、改正後の関係図面は、愛媛

県庁及び関係市町の市役所又は役場に備えて一般の縦覧に供

する。）

�������
�愛媛県告示第１２１１号
騒音規制法の規定に基づく騒音規制地域における規制基準

（平成９年４月愛媛県告示第５４７号）の一部を次のように改

正し、平成１４年７月１日から施行する。ただし、この告示の

施行の日の前日において、現に設置されている特定工場等（

同日において設置の工事をしているものを含み、この告示の

施行の日以降に騒音規制法（昭和４３年法律第９８号）第８条第

１項の規定による届出をした場合において、当該届出が受理

された日から３０日を経過したものを除く。）であって、この

告示による改正後の騒音規制法の規定に基づく騒音規制地域

における規制基準に規定する当該特定工場等に係る規制基準

が、この告示による改正前の騒音規制法の規定に基づく騒音

規制地域における規制基準に規定する当該特定工場等に係る

規制基準より厳しくなるものの規制基準は、この告示の施行

の日から３年間は、なお従前の例による。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

川之江市川之江町４０８０の１、４０８３、４０９２、４１４１及
び４１４２の地先 ５５，１６１．９３

町の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

川之江町 川之江市川之江町４０８０の１、４０８３、４０９２
、４１４１及び４１４２の地先公有水面埋立地 ５５，１６１．９３
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今治市、北条市、伊予郡松前町及び喜多郡長浜町に係る関

係図面を次のように改める。

（「次のように」は、省略し、改正後の関係図面は、愛媛

県庁及び関係市町の市役所又は役場に備えて一般の縦覧に供

する。）

�������
�愛媛県告示第１２１２号
振動規制法の規定に基づく地域の指定（平成９年４月愛媛

県告示第５５０号）の一部を次のように改正し、平成１４年７月

１日から施行する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

別添第１図及び第１４図を次のように改める。

（「次のように」は、省略し、改正後の関係図面は、愛媛

県庁及び関係市町の市役所又は役場に備えて一般の縦覧に供

する。）

�������
�愛媛県告示第１２１３号
振動規制法の規定に基づく地域指定における規制基準（平

成９年４月愛媛県告示第５５１号）の一部を次のように改正し

、平成１４年７月１日から施行する。ただし、この告示の施行

の日の前日において、現に設置されている特定工場等（同日

において設置の工事をしているものを含み、この告示の施行

の日以降に振動規制法（昭和５１年法律第６４号）第８条第１項

の規定による届出をした場合において、当該届出が受理され

た日から３０日を経過したものを除く。）であって、この告示

による改正後の振動規制法の規定に基づく地域指定における

規制基準に規定する当該特定工場等に係る規制基準が、この

告示による改正前の振動規制法の規定に基づく地域指定にお

ける規制基準に規定する当該特定工場等に係る規制基準より

厳しくなるものの規制基準は、この告示の施行の日から３年

間は、なお従前の例による。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

今治市及び喜多郡長浜町に係る関係図面を次のように改め

る。

（「次のように」は、省略し、改正後の関係図面は、愛媛

県庁及び関係市町の市役所又は役場に備えて一般の縦覧に供

する。）

�������
�愛媛県告示第１２１４号
騒音環境基準地域の類型の指定（平成１１年３月愛媛県告示

第３８０号）の一部を次のように改正し、平成１４年７月１日か

ら施行する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

今治市、北条市、伊予郡松前町及び喜多郡長浜町に係る関

係図面を次のように改める。

（「次のように」は、省略し、改正後の関係図面は、愛媛

県庁及び関係市町の市役所又は役場に備えて一般の縦覧に供

する。）

�愛媛県告示第１２１５号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定

により、次のように保安林の指定を解除する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

喜多郡長浜町大字出海丙４４の８、丙４４の１０、丙７５の３

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１２１６号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

越智郡大三島町大字宮浦２７１６の４、２７１５・２７３１（以上２

筆について次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び大三島

町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１２１７号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

東宇和郡野村町大字野村１７号５８の３

２ 保安林として指定された目的

公衆の保健

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１２１８号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、今治市役所にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

今治市

今治市別宮町一丁目４番地１

愛 媛 県 報平成１４年６月２１日 第１３６６号
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代表者 市長 繁信順一

今治市東門町六丁目２番１２号

２ 埋立区域

� 位置

今治市砂場町一丁目丁６６３番地先の公有水面

� 区域

次の１７の地点と１３の地点を直線で結んだ線、１３の地点

から１６の地点までを順次直線で結んだ線、並びに１６の地

点と１７の地点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ

．＋３．８４メートル）における公有水面と陸地との境界線

により囲まれた区域

基点（今治市小浦町二丁目戊２０番地の２小浦三等三角

点）は、北緯３４度０６分４７．１３９７秒、東経１３２度５８分３４．

０１４１秒の地点

１７の地点は、基点から真北１６０度４９分４３秒１，０１９．１４メ

ートルの地点

１３の地点は、１７の地点から真北８０度５３分２５秒２３．０４メ

ートルの地点

１４の地点は、１３の地点から真北１７０度５３分２５秒４９．１４

メートルの地点

１５の地点は、１４の地点から真北２６０度５３分２５秒２１．７３

メートルの地点

１６の地点は、１５の地点から真北１７０度０２分０７秒１８．０８

メートルの地点

� 面積

１，１８７．５４平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１１年２月１日 愛媛県指令１０港第５４６号

４ しゅん功認可年月日

平成１４年６月２１日

�愛媛県告示第１２１９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２２０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２２１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 伯方島環状線
越智郡伯方町大字北浦字周田甲１６８番３地先から

同字甲１９０番２地先まで

旧 ５．２～１２．８ ０．０１３

新 ９．４～１８．４ ０．０１３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 伯方島環状線
越智郡伯方町大字北浦字周田甲１６８番３地先から

同字甲１９０番２地先まで
平成１４年６月２１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４９４号
上浮穴郡美川村東川１６１８番３から

同村東川１６５１番４まで

旧 ４．０～４３．５ ０．２５３

新 １１．０～４３．５ ０．２５３

��������������
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�愛媛県告示第１２２２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２２３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２２５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局宇和土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２２６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１４年６月２１日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４９４号
上浮穴郡美川村東川１６１８番３から

同村東川１６５１番１地先まで
平成１４年６月２１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡柳谷村大字西谷字小村１１７６０番地先から

同字１０８０６番２地先まで

旧 ４．３～２４．２ ０．１６５

新 １４．５～６２．５ ０．１５０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡柳谷村大字西谷字小村１１７６０番地先から

同字１０８０６番２地先まで
平成１４年６月２１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 日向谷高野子線
東宇和郡城川町大字高野子３２０番２地先から

同大字２９９番２地先まで

旧 ４．０～７．０ ０．２４５

新 １５．０～３０．０ ０．２５５

〃 〃

東宇和郡城川町大字高野子２９９番２地先から
同大字７６番２地先まで
及 び

東宇和郡城川町大字高野子２９９番２地先から
同大字４２６６番１まで

旧 ３．８～８．５ ０．５４０

新 ３．８～８．５
１０．０～４６．０

０．５４０
０．２３８
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�愛媛県告示第１２２７号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

八幡浜市産業通１８９番１、１８９番３

２ 申請人の住所氏名

八幡浜市大字五反田２番耕地９４６番地

菊池 千恵子

八幡浜市大字五反田２番耕地８８０番地

二宮 康弘

３ 図面省略

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２２８号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人が指定されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定

により告示する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

西局丹土（開）第７号

平成１４年５月２９日
東予市新市３６０番１、３６０番７、３６１番１及び３６１番４

周桑郡丹原町大字願連寺１９８番地１
山 内 健 次
山 内 直 美

松局建（開）第６号

平成１４年５月３１日
北条市別府２２８番４

北条市辻６番地
北条市長 井 手 順 二

西局建（開）第８号

平成１４年６月４日

西条市飯岡字大木俣９７２番６及び９７２番９並びに同市飯岡字牛岩９７５
番８、９７５番９、９７５番１２及び９７７番３

西条市飯岡９７５番地１
日本基督教団西条教会
代表役員 山 田 恵 子

西局丹土（開）第８号

平成１４年６月４日
東予市吉田１１９４番５

東予市三津屋東１９番１
田 邉 行 雄

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 指 定 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

松第
９５号

松山市末広町１１番地１ 愛媛県立松山南高等学校ＰＴＡ 松山市末広町１１番地１
愛媛県立松山南高等学校内

平成１４年６月３日

公 告

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１４年６月１１日 特定非営利活動法人ポジティ
ブリサイクル２１ 兵 頭 寛 松山市大可賀二丁目１番２８号 この法人は、一般企業および市民に対して

、リサイクルの推進による環境保全および
啓蒙活動と社会教育の推進に関する事業を
行い、地球環境保全と循環型社会の実現に
寄与することを目的とする。
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�愛媛県公安委員会規則第１３号
愛媛県公安委員会公印規程の一部を改正する規則を次のよ

うに定める。

平成１４年６月２１日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

愛媛県公安委員会公印規程の一部を改正する規則

愛媛県公安委員会公印規程（昭和３６年愛媛県公安委員会規

則第１号）の一部を次のように改正する。

別表を次のように改める。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申

請があったので、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１４年６月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１４年６月１３日 特定非営利活動法人食品治療
学研究所 吉 村 裕 之 温泉郡川内町大字則之内甲２１６９

番地１
この法人は、健康の維持・増進・回復に対
する食品の有用性を産学官の連携により、
科学的に評価する事業を行い、国民の健康
な生活の質的向上に寄与することを目的と
する。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１４年６月１０日 特定非営利活動法人ワーカー
ズ・コレクティブひと 鴻 上 千恵美 新居浜市西喜光地町８番１号 本会は、地域社会において、会員の有する

個人資源を自ら組織し、その生活技術や技
能を発揮し役立てることにより、参加型福
祉・医療・保健の社会化及びまちづくりを
推進する。
２ 本会は、愛媛県に在住する不特定かつ
多数の子供・高齢者・障害者等に対する多
様な生活支援サービスを非営利市民事業を
もって提供し、地域福祉の向上に寄与する
。
３ 本会は、相互扶助の精神に基づいた自
己決定・自己管理の働き方の社会化、また
男女共同参画社会の形成に寄与する。

公安委員会規則
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別表（第２条関係）

１ 愛媛県公安委員会印

項 ひ な 形 書 体
寸 法
（ミリメートル） 管理責任者 用 途
縦 横

１ てん書 ３５ ３５ 総 務 課 長

１ 一般公印

愛 媛 県

公 安 委

員 会 印

２ てん書 ２３ ２３

警察署長

交通指導課

長

運転免許管

理課長

１ 警察署長専決事務用（交通

指導課長が管守する公印にあ

つては自動車の使用の制限に

関する事務及び自動車の使用

者に対する通知の事務用、運

転免許管理課長が管理する公

印にあつては高齢者講習終了

証明書の作成用）

愛 媛 県

公 安 委

員 会 印

３ てん書 ２０ ２０

運転免許管

理課長

運転免許試

験課長

１ 運転免許管理事務用

２ 運転免許試験事務用愛 媛 県

公 安 委

員 会 印

４ かい書 １０ １０

運転免許管

理課長

１ 運転免許証更新連絡書の作

成用

２ 更新時講習の受講の通知に

係る書面の作成用

３ 高齢者講習の連絡に係る書

面の作成用

４ 違反者講習通知書の作成用

員 公 愛

会 安 媛

印 委 県

５ かい書 ４．５ ４．５

運転免許管

理課長

新居浜警察

署長

今治警察署

長

八幡浜警察

署長

宇和島警察

署長

１ 運転免許証及び運転経歴証

明書の作成用

員 公 愛

会 安 媛

印 委 県

６ かい書 １０ １０

生活安全企

画課長

警 察 署 長

１ 警備員又は警備員になろう

とする者の検定に係る受験票

及び検定合格証作成用

２ 風俗営業管理者証の作成用

３ 風俗営業所等の立入りに係

る身分証明書の作成用

愛 媛 県

公 安 委

員 会 印

７ かい書 ７ ２０ 警 察 署 長

１ 風俗、質屋、古物営業関係

事務用

２ 鉄砲・刀剣類所持許可証作

成事務用

愛 媛 県

公安委員会

８ かい書 ５ １５

運転免許管

理課長

運転免許試

験課長

警 察 署 長

１ 運転免許事務用

愛 媛 公 委
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９ かい書 ５ １５

警察署長が

指定する交

番又は駐在

所の勤務員

１ 運転免許証の記載事項の変

更届出事務用
愛 媛 公 委

１０
公 安
愛 媛 県
委員会

かい書 １８ ２８

生活安全企

画課長

運転免許管

理課長

運転免許試

験課長

警 察 署 長

１ 警備員又は警備員になろう

とする者の検定に係る受験票

及び検定合格証作成プレス用

２ 古物行商許可証作成プレス

用

３ 猟銃・空気銃所持許可証作

成プレス用

４ 国際運転免許証作成プレス

用

５ 取消処分者講習終了証書作

成プレス用

６ 運転免許試験成績証明書作

成プレス用

７ 風俗営業管理者証作成プレ

ス用

８ 風俗営業所等の立入りに係

る身分証明書作成プレス用

１１ てん書 ２８ ２８
運転免許管

理課長

１ 国外運転免許証作成用

愛媛県

公安委員会

１２ てん書 ２０ ２０
運転免許管

理課長

１ 国外運転免許証作成用

２ 国際運転免許証の行政処分

用
愛媛県

公安委員会

注１ 運転免許管理事務用の具体的な用途は、申請による運転免許取消通知、取消処分者講

習、停止処分者講習、普通車講習、二輪車講習、応急救護処置講習、応急救護処置指導

者養成講習、原付講習、旅客車講習、初心運転者講習、違反者講習、特定任意講習及び

指定講習機関制度の事務とする。

２ 運転免許試験事務用の具体的な用途は、検査合格証明、適性検査、運転免許試験成績

証明、再試験、臨時適性検査及び適性検査結果通知の事務とする。

２ 愛媛県公安委員会委員長印

ひ な 形 書 体
寸 法
（ミリメートル） 管理責任者 用 途
縦 横

てん書 ３０ ３０ 総 務 課 長

１ 一般公印
愛媛県公

安委員会

委員長印
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附 則

この規則は、平成１４年７月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会訓令第３号
愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次

のように定める。

平成１４年６月２１日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

愛媛県公安委員会事務専決規程（昭和３７年愛媛県公安委員

会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

別表３風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

施行規則の項専決事項の欄第１号中「通知」の下に「及び風

俗営業管理者証の交付」を加え、同項同欄中第８号を第９号

とし、第３号から第７号までを１号ずつ繰り下げ、第２号の

次に次の１号を加える。

３ 第１８条第４項の規定による風俗営業管理者証の交付

附 則

この訓令は、平成１４年７月１日から施行する。

�公示による通知
新居浜市七宝台町甲２９８番地の７ 高橋 君江

新居浜市星原町１番２８号 久保タカコ

新居浜市星原町１番２８号 久保 悟

新居浜市星原町１番２８号 矢野 富義

新居浜市泉宮町２番１４３号 柳井 忠親

広島県福山市伊勢丘三丁目１１番１号 新延 國親

住所不明（ただし、最後の住民票上の住所（職権抹消）西

条市大町１６３８番地） 越智 正勝

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４６条第２項の規定

に基づき上記の者に通知すべき事項を記載した次の書類は、

当収用委員会事務局（愛媛県土木部用地課）において保管し

てあるので、出頭の上、その交付を受けてください。

なお、この書類を受領しないときは、土地収用法施行令（

昭和２６年政令第３４２号）第６条の２において準用する同政令

第５条第５項の規定により、平成１４年７月８日を経過した時

にその書類の送達があったものとみなされます。

平成１４年６月２１日

愛媛県収用委員会

会長 村 田 建 一

平成１４年５月１５日付け１４媛収第１７号審理の開催について

（審理開催の通知）

�愛媛県市町村職員共済組合公告
愛媛県市町村職員共済組合定款第５条の規定に基づき、平成１３年度決算の要旨を公告する。

平成１４年６月２１日

愛媛県市町村職員共済組合

理事長 桝 田 與 一

公安委員会訓令

雑 報

損益計算書の要旨 （単位：千円）

収

入

経 理 区 分 短期 長期 業務 保健 宿泊 貯金 貸付 物資 基礎年金支払

負担金 ４，１１７，７５２ １５，２２９，８３２ ２０４，１７９ ２１５，７５０２３１，８３３

掛金 ４，０８５，８３１ ７，５６７，２９７ ２１５，６９９２４６，４７０

施設収入・商品売上 １２６，８３３ ５９６，７８６

基礎年金交付金 ２，３３４，１１３

利息及び配当金 １７４ １，８９３，６２０ ３９０ ２５９ ３２ ９８６，０６５ １４４ １２

組合員貸付金利息 ３９６，７１９

その他収入 ５４７，７２３ ４４２，３５３ １３ ９，１８８ ５５，３３１ ２８２，９１９ ８，０６６ １０８，３９１ ９４１，１９１

他経理から繰入金 ５７，３６５ １０，０００

前年度繰越支払準備金 ７８０，４８４ ７４５

前年度繰越長期給付積立金 ９０，９３１，９０３

計 ９，５３１，９６４ １１８，３９９，８６３ ２６１，９４７ ４４０，８９６ １９２，１９６ １，２６８，９８４ ４０４，９２９ ７０５，１７８ ９４１，１９１４７８，３０５

支

給付 ４，７７５，７９７ １９，０７９，４７９ ９４１，１９１

役職員給与 １７１，３８０ ２８，６７０ ９０，７０８ ３１，３４３ １９，９９７ ３，６２６

厚生費 １８７ ３９５，９８３ ９４ ３０ ２０ １０

旅費・事務費 １２，９５４ ６，８６７ ２，５１６ ３，０５７ ４，３０７ ６０３

商品仕入 １，５２１ ５９２，２１３

飲食材料費

委託費 １０，８９８ １，４３９ １７８ ３，０９６ ３，３０７

支払利息 ６２１ ９４４，０１７ ３４２，６４６ ２３，１４５

連合会払込金 １４０，６７８ ９００，０４６ １４，６８６

��������������
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出

老人保健拠出金 ２，７５６，４３２

退職者給付拠出金 ７９５，４３７

介護納付金 ４７９，２７４

基礎年金拠出金負担金 ５，０５０，７９５

他経理へ繰入金 ２８，６８３ ２８，６８２ １０，０００

その他支出 ３２７，６４２ ６０，９６６ ２１，７３３ １２３，３９８ １４，６７４ １４，４９４ ８０，９５１３７８

次年度繰越支払準備金 ７７３，２９９ ６５４

次年度繰越長期給付積立金 ９３，３４０，２０７

計 ９，５９７，９６８ １１８，３９９，８６３ ２５６，３８５ ４６４，６９２ ２１９，０３６ ９９６，２１７ ３９９，４５７ ７００，５４８ ９４１，１９１４７９，６５２

差引当期利益金又は当期損失金（△） △６６，００４ ５，５６２ △２３，７９６ △２６，８４０ ２７２，７６７ ５，４７２ ４，６３０ ０△１，３４７

貸借対照表の要旨

資

産

流動資産 ８１６，３０９ １９，０８１，７６５ ３６９，４５１ ３６６，９３９ ７７，７９０ ２４，９４８，３７７ １６，９４２ １，３８５，７１１

固定資産 ７４，２５９，０９６ ２，０００ ３１１ ６９９，０９６ ２８，２４６，０４９ １７，９２２，７３９ １８７

繰延資産

資 産 合 計 ８１６，３０９ ９３，３４０，８６１ ３７１，４５１ ３６７，２５０ ７７６，８８６ ５３，１９４，４２６ １７，９３９，６８１ １，３８５，８９８

負

債

流動負債 ７２，３７９ ３７５ １３，７０１ １０，２３１ ５２，２０５，４８７ ８５，４５３ １０７，７００

固定負債 ７７３，２９９ ６５４ ２４５，０２５ ６６，８５４ １５３，９７１ ４１，５７８ １７，４８３，８１４ １，１２３，７８０

負債合計 ８４５，６７８ ６５４ ２４５，４００ ８０，５５５ １６４，２０２ ５２，２４７，０６５ １７，５６９，２６７ １，２３１，４８０

資

本

資本剰余金 ５０３ ５４５，６５４

長期給付積立金 ９３，３４０，２０７

利益剰余金又は欠損金（△） △２６，４７１ １２５，５４８ ２８６，６９５ ６７，０３０ ９４７，３６１ ３７０，４１４ １５４，４１８△２，８９８

資本合計 △２９，３６９ ９３，３４０，２０７ １２６，０５１ ２８６，６９５ ６１２，６８４ ９４７，３６１ ３７０，４１４ １５４，４１８

負 債・資 本 合 計 ８１６，３０９ ９３，３４０，８６１ ３７１，４５１ ３６７，２５０ ７７６，８８６ ５３，１９４，４２６ １７，９３９，６８１ １，３８５，８９８

（注）短期経理の上段は短期、下段は介護

平成１４年６月２１日 印刷
平成１４年６月２１日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円７８０
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